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IASB and IASB-FASB Update 2026年 6月 
 
IASB Updateは、国際会計基準審議会（IASB）の予備的決定をハイライトしてい
る。これらの決定の影響を受けるプロジェクトは、作業計画で見ることができる。IFRS®

会計基準、修正、IFRIC®解釈指針に関する IASB の最終的な決定は、IFRS 財団
の「デュー・プロセス・ハンドブック」に示されているとおり正式に書面投票が行われる。 

IASBは 2026年 6月 22日から 24日に会議を行った。 

また、IASB は 2026 年 6 月 5 日に FASB との合同会議を開催した。下記の合同
Update を参照のこと。 
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作業計画の概要 

IASB作業計画のアップデート（アジェンダ・ペーパー8） 

IASBは 2026年 6月 24日に会合し、作業計画についてのアップデートを受けた。IASBは何も決定を求められなかった。 

次のステップ 

IASBは作業計画についてのアップデートを 3 か月から 4 か月後に受ける予定である。 

リサーチ及び基準設定 

IFRS第 16号「リース」の適用後レビュー（アジェンダ・ペーパー7） 

IASB は 2026年 6月 23日に会合し、情報要請「IFRS第 16 号『リース』の適用後レビュー」（RFI）に対する利害関係
者のフィードバックにどのように対応するのかについて議論した。IASBは次のことに関するフィードバックについて議論した。 

関連情報： 
・ IASB Update原文はこちら 
・ IASBボード会議の要約のオーディオ
（ポッドキャスト）はこちら 

https://www.ifrs.org/projects/work-plan/
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/about-us/legal-and-governance/constitution-docs/due-process-handbook-2020.pdf
https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/calendar/2026/june/international-accounting-standards-board.html
https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/calendar/2026/june/fasb-iasb-education-meeting.html
https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/updates.html
https://www.ifrs.org/news-and-events/podcasts/#iasb-podcasts
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 IFRS第 16号を他の IFRS会計基準書とともに適用することの影響 
 IFRS第 16号の影響の評価に関連性のあるその他の事項 

IFRS第 16号を他の IFRS会計基準書とともに適用することの影響（アジェンダ・ペーパー7A） 

IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. プロジェクト・パイプラインに、借手が IFRS第 16号及び IFRS第 9 号「金融商品」の要求事項をどのように適用して賃
料減免（リース契約の唯一の変更が、当該契約に基づいて借手から受け取るべきリース料を貸手が免除することである
もの）を会計処理するのかを明確化するための狭い範囲のプロジェクトを追加する。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定に賛成した。 

b. この狭い範囲のプロジェクトを、IASB が RFI に対する利害関係者のフィードバックに対応して進めることを 2026年 3月
に決定したコスト低減策についてのリサーチ・プロジェクトとともに進める。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定に賛成した。 

利害関係者は、IFRS第 16号及び IFRS第 10号「連結財務諸表」の要求事項を適用して単一資産企業における資産の
セール・アンド・リースバックを会計処理することの影響についてコメントした。利害関係者のフィードバックに対応して、IASB は次
のことを暫定的に決定した。 

a. この事項の優先度を他のコーポレート・ラッパーの事項とともに次回のアジェンダ協議で検討する。 
b. 単一資産企業における資産のセール・アンド・リースバックという事項を維持管理プロジェクト・パイプラインから削除する。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASB は、IFRS 第 16 号を次の基準書とともに適用することの影響についての利害関係者のフィードバックに対応する行動を
取らないことを暫定的に決定した。 

a. IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」（セール・アンド・リースバック取引における資産の移転が売却であるかど
うかを評価するために） 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

b. IFRS第 15号（セール・アンド・リースバック取引における利得又は損失を認識するために） 

13名の IASB メンバーのうち 7名がこの決定に賛成した。 

c. IAS第 38号「無形資産」（リースを識別するために） 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

d. RFI の質問 6.4 に対してごく少数の利害関係者のみが指摘した他の IFRS会計基準書 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IFRS第 16号の影響の評価に関連性のあるその他の事項（アジェンダ・ペーパー7B） 

IASBは、次のことの影響についての利害関係者のフィードバックに対応して行動を取らないことを暫定的に決定した。 

a. 貸手についての IFRS第 16号の要求事項の適用 
b. リースの識別についての IFRS第 16号の要求事項の適用 
c. RFI の質問 6.4 に対してごく少数の利害関係者のみが指摘したその他の事項 
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13名の IASB メンバー全員がこれらの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは、RFI に対する残りのフィードバックについて審議し、当該フィードバックに対応して行動を取るべきかどうかを決定する。 

償却原価測定（アジェンダ・ペーパー11） 

IASBは 2026年 6月 23日に会合し、次のことについて議論した。 

 プロジェクト計画（アジェンダ・ペーパー11） 
 金融商品の条件変更が大幅であり、認識の中止を生じさせるのかどうかを判定するためのアプローチ（アジェンダ・ペーパ

ー11A） 

プロジェクト計画（アジェンダ・ペーパー11） 

IASBは、プロジェクト計画についてのアップデートを受けた。IASBは何も決定を求められなかった。 

条件変更が認識の中止を生じさせるかどうかの判定（アジェンダ・ペーパー11A） 

IASBは、金融資産又は金融負債の条件変更が実質的であり、認識の中止を生じさせるのかどうかの判定についての IFRS第
9号「金融商品」の要求事項をどのように明確化すべきかについて議論した。 

IASBは、次の提案をすることを暫定的に決定した。 

a. 企業は、金融商品の条件変更が大幅であるかどうかを、契約上のキャッシュ・フローの変動の全体論的な分析に基づいて
決定する。企業は、定性的要因及び定量的要因をこの分析の一部として考慮する。IFRS第 9号の B3.3.6項で記述
している「10％テスト」は当該分析を補足する可能性があるが、単独では決定的要因とはならない。 

b. 条件変更が大幅であるかどうかを判定するにあたり企業が考慮する要因には次のものが含まれるが、これらに限らない。 
i. 元本又は利息が表示される通貨の変更（条件変更が大幅であることを示唆する） 
ii. キャッシュ・フローが金融資産の元本及び利息の支払のみであるかどうか、又は組込デリバティブが金融負債に係る主
契約から分離されているかどうかの評価を変化させるキャッシュ・フロー特性の変動（そのような変動は、条件変更が
大幅であることを示唆する） 

iii. 借手である相手方の変更（変更が共通支配下の企業の間でのものである場合を除き、条件変更が大幅であること
を示唆する） 

iv. 条件変更の理由（金融商品を現在の市場条件に再設定するための商業的な再交渉は、条件変更が大幅である
ことを示唆する。逆に、借手の財政的困難に起因する条件変更は、条件変更が大幅ではないことを示唆する） 

c. 特定の要因の関連性、及び他の要因との比較でのウェイトは、金融商品の種類、金融商品の特性及び全般的な経済
状況に応じて決まる。企業は、過大なコスト又は労力を掛けずに利用可能で、評価しようとしている特定の金融商品につ
いて関連性がある合理的で裏付け可能な情報を考慮することを要求される。 

13名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは本プロジェクトの範囲に含まれる論点の審議を継続する。 

持分法（アジェンダ・ペーパー13） 
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IASB は、2026年 6月 24日に会合し、公開草案「持分法会計―IAS第 28号『関連会社及び共同支配企業に対する
投資』」（202x年改訂）における提案の再審議を継続した。 

個別財務諸表（アジェンダ・ペーパー13A） 

IASBは、企業の個別財務諸表における持分法の適用に関しての公開草案での提案に関するフィードバックについて議論した。 

 IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 個別財務諸表において持分法を関連会社又は共同支配企業に適用する投資者は、関連会社とのすべての取引から
生じた利得又は損失の認識を制限する（事業の移転に係る利得又は損失は例外とし、それらは全額が認識される）
か又は利得及び損失の全額を認識するかのいずれかを選択できる。投資者は、連結財務諸表と個別財務諸表とで関
連会社との取引から生じた利得及び損失の認識に同じ会計方針を適用する必要はない。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

b. 個別財務諸表において持分法を子会社に適用する親会社は、子会社とのすべての取引から生じた利得又は損失の認
識を制限するか又は利得及び損失の全額を認識するかのいずれかを選択できる。 

13名の IASB メンバーのうち 7名がこの決定に賛成した。 

 IASBは、公開草案における次の提案を撤回することも暫定的に決定した。 

a. 企業は、持分法を使用して会計処理している投資について、当該投資に対する支配を取得し持分法の適用を継続する
場合には、従来保有していた持分を再測定しない。 

b. 企業は、子会社に対する支配を喪失し、残存持分に持分法の適用を継続する場合には、旧子会社に対する残存持分
を再測定しない。 

13名の IASB メンバーのうち 10名がこの決定に賛成した。 

 IASBは、本プロジェクトの範囲に、個別財務諸表において取得原価で会計処理する子会社に対する投資についての、取得原
価の測定、段階取得及び支配の喪失に関する適用上の疑問を追加しないことも決定した。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IFRS第 12号「他の企業への関与の開示」の開示要求の修正案（アジェンダ・ペーパー13B） 

IASBは、IFRS第 12号における関連会社についての開示要求の修正案に対するフィードバックについて議論した。 

IASBは、投資者に次の開示を要求するという公開草案における提案を確認することを暫定的に決定した。 

a. 所有持分のその他の変更から生じた利得又は損失 
b. 条件付対価契約に関する情報 
c. 関連会社についての期首と期末の帳簿価額の調整表 

IASBは、財務諸表利用者が関連会社に対する投資の帳簿価額の変動を理解できるようにする情報を開示するという開示目
的を導入するという公開草案における提案を確認することも暫定的に決定した。 

13名の IASB メンバー全員がこれらの決定に賛成した。 

IASB は、投資者が関連会社又は共同支配企業の識別可能な資産及び負債に対する追加的な持分を公正価値で測定す
ることに対する救済措置を適用する場合、追加的な所有持分を購入して重要な影響力を保持する際に、投資者は当該救済
措置の使用を開示することを暫定的に決定した。 
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13名の IASB メンバーのうち 9名がこの決定に賛成した。 

IFRS第 19号「公的説明責任のない子会社：開示」の開示要求の修正案（アジェンダ・ペーパー13C） 

IASBは、IFRS第 19号の開示要求の修正案に対するフィードバックについて議論した。 

IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 要件を満たす子会社に条件付対価契約に関する情報の開示を要求するように IFRS第 19号を修正するという公開草
案での提案を確認する。 

b. 要件を満たす子会社に、関連会社の期首と期末の帳簿価額の調整表の開示を要求しない。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASB は、要件を満たす子会社が、関連会社の識別可能な資産及び負債に対する追加的な持分を公正価値で測定すること
に対する救済措置を適用する場合、要件を満たす子会社は、追加的な所有持分を購入して重要な影響力を維持する際に、
当該救済措置の使用を開示することを要求されないことを暫定的に決定した。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは公開草案に対するフィードバックについて引き続き議論する。 

キャッシュ・フロー計算書及び関連事項（アジェンダ・ペーパー20） 

IASBは 2026年 6月 23日に会合し、デリバティブ及び政府補助金に係るキャッシュ・フローの分類及び表示の改善について
議論した。 

デリバティブに係るキャッシュ・フロー 

IASB は、識別されたリスクを管理するために使用されている（かつ、IFRS 第 9 号「金融商品」に従ってヘッジ関係において指
定されていない）デリバティブから生じるキャッシュ・フローを次のように分類するよう企業に要求する提案をすることを暫定的に決
定した。 

a. 識別されたリスクが管理されている項目から生じるキャッシュ・フローと同じ方法で分類する。このアプローチは、分類をIFRS
第 9号に従ってヘッジ関係において指定されたデリバティブについての分類に合わせることになる。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

b. (a)に記述したようにキャッシュ・フローを分類することが過大なコスト又は労力を伴う場合には、営業活動からのキャッシュ・
フローとして分類する。 

13名の IASB メンバーのうち 7名がこの決定に賛成した。 

IASB は、識別されたリスクを管理するために使用されていないデリバティブが、資金の調達のみを伴う取引に関連するものであ
る場合、当該デリバティブから生じるキャッシュ・フローを財務活動からのキャッシュ・フローに分類するよう企業に要求する提案をす
ることを暫定的に決定した。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定に賛成した。 

政府補助金に係るキャッシュ・フロー 
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IASBは、次のことを企業に要求する提案をすることを暫定的に決定した。 

a. 資産に関する補助金（IAS 第 20 号「政府補助金の会計処理及び政府援助の開示」で定義）からの収入を投資活
動に分類する。 

13名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

b. 収益に関する補助金（IAS第 20号で定義、すなわち、資産に関する補助金以外の補助金）からの収入を営業活動
に分類する。 

13名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

c. 資産に関する補助金からの収入を総額ベースで表示する。すなわち、企業は資産に関する補助金から受け取るキャッシ
ュ・フロー及び関連する項目についての支払を、キャッシュ・フロー計算書において独立の項目として表示することになる。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは、プロジェクト計画にあるトピックのそれぞれについて財務報告を改善する方法を引き続き検討する。 

維持管理及び一貫した適用 

IAS 第 12 号が適用される税金費用又は税金収益ではない税金又はその他の費用の表示（IFRS 第 18 号）
（アジェンダ・ペーパー12） 

IASBは 2026年 6月 23日に会合し、IFRS第 18号「財務諸表における表示及び開示」の考え得る修正について議論し
た。その考え得る修正は、経済協力開発機構の第 2 の柱モデルルールにおける「対象租税」の定義を満たす法人所得税以外
の費用を、企業が純損益計算書の法人所得税区分に分類することを認めるものとなる。 

5名の IASB メンバーが、この考え得る修正を提案する公開草案の公表に反対票を投じる意向を示した。したがって、IASBは、
法人所得税以外の特定の費用を純損益計算書の法人所得税区分に分類するよう企業に要求する代替的な方法を探究す
ることを決定した。 

13名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBはこのトピックについて引き続き議論する。 

引当金―的を絞った改善（アジェンダ・ペーパー22） 

IASBは 2026年 6月 22日に会合し、本プロジェクトを完了させるための計画について議論した。 

IASBは何も決定を求められなかった。 

次のステップ 

IASBは次のことを行う。 

a. まだ再審議していない提案の側面に対するフィードバックについて議論する。 



 7 / 7 

b. 賦課金についての適用の要求事項案について、大幅な意図しない結果を生じさせないであろうという証拠を求めるために、
さらに検証する。 

IASB-FASB合同会議で議論されたプロジェクト 

ディスカッション・ポイント 

IASB は、2026年 6月 5日に財務会計基準審議会（FASB）との教育的会合を開催した。この 2 つの審議会は次のこと
について議論した。 

 企業結合及び関連トピック 
 IFRS第 16号「リース」の適用後レビュー 
 キャッシュ・フロー計算書 
 金融商品に関連するトピック 
 暗号資産 
 生じつつある論点 

両審議会は何も決定を求められなかった。 


